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第 1 5 回定時総会次第 

 

 日時 令和 8 年 5 月 26 日（火) 
 14：00～ 

 場所 ロイヤルパインズホテル浦和 

 

第 １ 部 総 会   14：00～15：30 

１．開 会 

２．来 賓 紹 介 

３．会 長 挨 拶 

４．定 足 数 確 認 

５．議 長 選 出 

６．議事録署名人選任 

     ７．議 事 

     第１号議案  令和 7 年度収支決算承認に関する件 

監査報告 

第２号議案  役員選任(案)承認に関する件 

理事会承認事項報告 

(1)令和 7 年度事業報告 

(2)令和 8 年度事業計画ならびに収支予算 

８．表彰状・感謝状贈呈 

会員増強運動優秀者表彰 

厚生制度推進者表彰 

９．来 賓 祝 辞 

10．閉 会 

 

第 ２ 部 臨 時 理 事 会  15：40～15：50 

 

第 ３ 部 公 開 講 演 会  16：00～17：15 

１．開       演 

     ２．講 演 会 

        演 題  「元国税職員さんきゅう倉田の税務調査における不正発見 

事例と統括官の金言」 

        講 師  吉本興業所属お笑い芸人 さんきゅう倉田氏 

 

第 ４ 部 懇 親 会  17：25～18：40 

１．開 宴 

     ２．乾 杯 

３．閉 宴 



 

令和 7 年度事業報告(案) 

自令和 7 年 4 月 1 日 至令和 8 年 3 月 31 日 

１．概 況 

当会は、税のオピニオンリーダーたる経営者の団体であるとの理念の下、地域社会へ 

の貢献をめざし、税を中心とした事業の一層の活性化を図るとともに適正・効率的な組 

織運営に努め、法人会活動のさらなる充実に努めました。 

事業の実施にあたっては、引き続き法人会の原点である「税」に関する活動に軸足を置

くとともに、企業活動の活性化や地域社会の健全な発展に資する事業展開に取組みました。

また、法人会活動を一層充実させるため、事業の充実を図り、会員増強や福利厚生制度の

推進等にも積極的に取り組みました。 

「組織の強化充実」では、浦和法人会の独自策や金融機関、提携生損保との連携等、組 

織的な加入勧奨活動を推進するとともに、退会防止に向けた諸施策にも積極的に取り組

み、令和７年度の期末会員数は前年度を上回り増加に転じました。 

 「目に見える社会貢献活動の実施」では、マスメディアを通じた広報活動や、地域のイベ

ントにも積極的に参加し、税団体としての PR 活動に努めた他、地域の特性に合わせた

独自の事業や、異業種交流会も積極的に実施しました。また、埼玉県に対しては、事業収

益の一部を緑のトラスト基金へ寄附を行いました。 

「財政基盤の確立」では、積極的な会員勧奨に加え、提携損保との連携による福利厚生制

度の推進により財政基盤の強化を図る一方、費用対効果を高めた効率的な事業運営を心掛

け、公益事業と共益事業をバランスよく実施しました。 

「会員企業支援のための事業充実」につきましては、会員ニーズに沿った新たな事業や、

経営関連事業の充実を図る一方、税務関連の研修会を積極的に開催し知識の向上やコンプ

ライアンス意識の醸成にも努めました。 

２．総 務 関 係 

（１）令和 7 年度事業方針ならびに事業計画に基づき、概ね予定していた内容で実施しま

した。特に公益関連事業が積極的に実施され、全事業回数も前年を上回る水準となり、各

（支）部においても活発な事業活動が展開されました。また、育児・介護休業法の改正に

伴い職員就業規則を一部改訂しました。 

共通経費配賦基準（事業回数割合）         （令和 8 年 3 月 31 日現在） 

事業回数 税啓発事業 社会貢献事業 収益事業 会員交流事業 その他事業 

281 回 164 回 33 回 12 回 56 回 16 回 

100％ 58％ 12％ 4％ 20％ 6％ 

 

（２）役職員のガバナンスとコンプライアンスの遵守に努め、業務会計監査を中間監査も

含め実施しました。 

（３）令和 7 年度の会費収納は 97.7%の納入率と引き続き高い水準を維持しました。 



 

また、会費口座振替方式を積極的に推奨し、令和 8 年 3 月末の口座振替比率は 95.3%

と前年比 0.5 ポイント増加しました。 

（４）e-Tax の利用促進については、添付書類も含めた ALL e-Tax の普及に向け、税務当

局や関東信越税理士会浦和支部のご協力も頂き、あらゆる機会を通じ周知取組みに

努めました。なお、e-Tax 役員利用率は令和 7 年 12 月末は 94.0％、ALL e-Tax で 

   は 76.1％と何れも県内平均値を下回る水準となりました。 

 

３．組 織 関 係 

   令和 7 年度の会員加入勧奨は、各金融機関や協力 3 社との連携を強化しつつ、あらゆ

る機会を通じ組織的な加入勧奨活動を強力に展開し、新規入会数は 138 社となりまし

た。一方、新規会員を対象とする交流会の実施や事業の積極的な情報発信など、退会

防止策の強化にも努めた結果、退会数は 126 社と、前年度の半分近く減少し、期末会

員数は 3,344 社と期首比＋12 社の増加となりました。なお、法人加入率は 23.3％と

同比▲1.3%減少となりました。 

 （１）会員数等         （令和 8 年 3 月 31 日現在） 

 期首会員数 入会数 退会数 期末会員数 期首比 

所管法人数 13,565 社  14,305 社 +740  

会員数 3,332 社 138 社  126 社 3,344 社 +12  

（正会員） （2,606） （71） （90） （2,580） ▲26  

(賛助会員) （319） （27） （12） （343） +24  

(系列会員) （133） （7） （6） （132） ▲1  

(個人会員) （274） （33） （18） （289） +15  

法人加入率(%) 24.6%  23.3% ▲1.3 

青年部会 107 社 1 社 18 社 90 社 ▲17 

女性部会 55 社 1 社 1 社 55 社 0 

 

 

（２）支部別会員数 （令和 8 年 3 月 31 日現在） 

 浦和区 浦和区北 緑区 南区 桜区 中央区 管轄外 

期首会員数 496 413 507 738 450 448 280 

期末会員数 501 412 504 717 455 456 299 

増   減 +5 ▲1 ▲3 ▲21 +5 +8 +19 

        

  



 

４．研 修 関 係 

（１）研修事業の推進では、Web オンライン配信を中心に、適宜コンテンツの充実と定期

的な更新を行い、内容の充実を図りました。 

   全ての研修項目で前年対比参加人員が増加し、総参加人員で同比＋115 名(105.3%)、

研修参加率で同比+3.2%の増加となりました。 

① 研修参加人員（実施事業は別途掲載）         （令和８年３月３１日現在） 

 

項 目 

本部合計 支部合計 部会合計 I.N ｾﾐﾅｰ等 総合計 

実施 

回数 

参加 

人員 

実施 

回数 

参加 

人員 

実施 

回数 

参加 

人員 
※参加人数 

実施 

回数 

参加 

人員 

税法・税務・会計 12 344 0 0 4 112 614 16 1070 

経営・経済・金融 3 54 0 0 4 29 － 7 83 

その他 3 179 4 317 0 0 614 7 1110 

合 計 18 577 4 317 8 141 1,228 30 2,263 

※オンラインセミナー(ライブ配信含む)等については、全法連の取扱要領に従い、参加(視

聴者)人数に 0.5 の係数を乗じ、「税法・税務・会計」と「その他」に 50：50 で振り分け 

※非会員の参加人員は、388 名 

 

②研修参加率 

研修参加人員 期末会員数 参加率 

2,263 3,344 67.7% 

 

５．税 制 関 係 

（１）税制委員会では、地域経済の担い手である中小企業の活性化に資する税制をはじめ、 

税のオピニオンリーダーとして日本の将来を展望した建設的な提言に努めるべく、全

会員に税制改正アンケートを実施し、その結果を踏まえ全法連の「令和 8 年度税制改

正要望」へ向けた意見具申をしました。 

  ※アンケート回収結果 

発送件数 回答数 回答率 役員数 回答数 回答率 

3,085 88 2.9％ 68 68 100.0％ 

  

（２）『税制改正要望活動』を、地元選出国会議員の片山さつき議員(本人)・村井英樹議員

（本人）・田中良生議員（秘書）・武正公一議員（秘書）・古川俊治（秘書）・西田実仁

議員（郵送）・清水勇人さいたま市長（本人）・伊藤 仕さいたま市議会議長（議会

局）宛に会長・副会長及び税制委員が中心となり実施しました。 

（３）上部団体の全法連では、全国の各法人会の意見を集約し、本年度も関係省庁や国会

議員への『税制改正要望活動』を展開しました。 

 



 

６．広 報 関 係 

（１）広報紙の発行 

法人うらわ№ 発行日 発行部数 ほうじん(全法連) 

№258  (春号） R7. 4. 1 3,920 部 新年号・春号同封 

№259  (夏号） R7. 7. 1 3,790 部 夏号同封 

№260  (秋号） R7.10. 1 3,800 部  

№261  (新年号） R8 1. 1 3,810 部 秋号同封 

    図書館や文化施設等の公共施設での備え置きを利用して会員以外の方への配布に努

めました。また、税を考える週間での駅貼り広告、各区民まつりでの協賛、

CityFM さいたまの活用など、様々なチャネルを通じ法人会の PR に努めました。 

 （２）アンケート調査システム               (令和 8 年 3 月 31 日現在) 

親 会 内青年部会 内女性部会 

会員数 登録数 登録率 会員数 登録数 登録率 会員数 登録数 登録率 

3,344 64 1.9％ 90 17 18.8％ 55 1 1.8％ 

 

７．厚 生 関 係 

 （１）福利厚生制度 

    法人会財政基盤の強化、新規会員勧奨を図るため、新たな 50 年に向け制度加入拡

大を目指した「チャレンジ１００」を中心に、提携生損保と連携し新規企業数・新

契約件数に着目した会員企業への普及推進に取組みました。 

 

【大型保障制度】（大同生命保険株式会社）    令和 8 年 3 月末 

新契約保険金額（百万円） 取扱企業数（社） 新規企業数（社） 役員加入率(70%以上） 

目標 実績 達成率 目標数 実績 達成率 目標数 実績 達成率 
対象 
企業数 

加入 
役員数 

役員 
加入率 

4,430 3,842 86.7% 96 87 90.6% 23 31 134.7% 64 44 68.8% 

 

【ビジネスガード】（ＡＩＧ損害保険株式会社）    令和 8 年 3 月末 

請求保険料（百万円） 取扱企業数（社） 新規企業数（社） 加入率 

目標 実績 達成率 目標数 実績 達成率 目標数 実績 達成率 会員 役員 

333 333 101.8% 590 581 98.5% 62 88 141.9% 19.2% 25.0% 

 

 

 



 

【がん保険】（アフラック生命保険株式会社）         令和 7 年 12 月末 

新契約保険料（千円） 
※令和 6年 1月～12月 

新契約件数（件） 新規企業数（社） 役員加入率 

目標 実績 達成率 目標数 実績 達成率 目標数 実績 達成率 目標 実績 

7,998 7,777 97.2% 119 126 105.9% 18 7 38.9% 60% 44.1% 

 

（２）その他の福利厚生事業 

生活習慣病健診 受診者数 前年比 

令和 7 年 5 月 6 日間 181 人 8 人 

令和 7 年 10 月 6 日間 149 人 ▲24 人 

合 計 330 人 ▲16 人 

 

８．税の啓発・社会貢献関係 

 （１）租税教育 

  ① 本 会 

各支部で開催された 10 月～11 月のさいたま市各区主催の区民まつりに参加し税金ク

イズを実施しました。法人会の出店ブースには多数の一般市民が訪れ、税知識の普及

推進を図ることができました。 

② 青年部会 

5 月～6 月に管内小学校 3 校にて税金をテーマにした租税教室を実施し、部会員自ら

が講師となり、税金の仕組みや役割についてわかり易く伝えました。児童たちから積

極的に質問も飛び出すなどより税金を身近に感じてもらえる事業となりました。また、

8 月の埼玉りそな銀行主催「りそなキッズマネーアカデミー」及び 10 月～11 月のさ

いたま市各区主催の区民まつりにも参加し、本会協働で租税教育事業を行いました。 

②  女性部会 

11 月に「バスで行く親子タックスツアー 租税教室と国会議事堂・東京タワー」を租

税教育事業として開催いたしました。また、第 12 回「税に関する絵はがきコンクー

ル」は部会員が積極的に働きかけを行うとともに、税務署とも連携し、36 校から 1,409

作品の応募があり、令和 8 年 2 月に表彰式を旧浦和ワシントンホテルにて開催いたし

ました。 

 

（２）社会貢献活動 

  ① 緑のトラスト運動 

埼玉の優れた自然や貴重な歴史的環境を、県民共有の財産として末永く保存していく

ための緑のトラスト運動に賛同し、定時総会や新春賀詞交歓会の場等で募金活動を実

施、また社会貢献事業収益の一部と併せて 52,509 円をトラスト基金へ寄付しました。 



○税知識の普及を目的とする事業

項　　目 開催日 会　　場 講　　師 参加人員

R7.6.18 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官
11

（非会員11）

R7.12.9 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官
21

（非会員20)

R7.5.13 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官
54

（非会員40）

R7.8.21 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官
29

（非会員19）

R7.10.14 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官
48

（非会員35）

R7.12.2 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官
21

（非会員13）

R8.3.5 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官
52

（非会員33）

青年部会
りそなキッズマネーアカデミー

R7.7.25 埼玉りそな銀行 浦和中央支店 青年部会総務・租税委員会による租税教育
53

（非会員40）

R7.5.29 さいたま市立高砂小学校 青年部会研修・租税委員会による租税教育
180

（非会員167）

R7.5.30 さいたま市立美園小学校 青年部会C＆TAX・租税委員会による租税教育
186

（非会員175）

R7.6.3 さいたま市立谷田小学校 青年部会拡大・租税委員会による租税教育
92

（非会員82）

R7.10.4 南区ふるさとふれあいフェア 青年部会による租税教育
315（※）

（非会員300）

R7.10.18 桜区区民ふれあいまつり 青年部会による租税教育
313（※）
（非会313）

R7.10.19 緑区区民まつり 青年部会による租税教育
312（※）

（非会員300）

R7.11.2 浦和区区民まつり 青年部会による租税教育
313（※）

（非会員300）

R7.11.1
～2

中央区区民まつり 青年部会による租税教育
625（※）

（非会員600）

青年部会　税務研修会 R7.10.29 埼玉カンファレンスセンター 浦和税務署長以下幹部 24

女性部会　租税教室 R7.11.14 国会議事堂・東京タワー 租税教育
43

（非会員38）

女性部会　税務研修会 R7.10.1 ホテルブリランテ武蔵野 浦和税務署長 18

女性部会
税理士会女性部との税務研修会

R7.12.15 ホテルブリランテ武蔵野
浦和税務署副署長
関東信越税理士会浦和支部女性部　幹事　加藤　氏

21

法人税・消費税入門
R7.8.14
～8.27

オンライン開催 講師　五島　秀明 氏 14

決算整理･決算書作成講座
R7.9.11
～9.24

オンライン開催 講師　五島　秀明 氏 11

年末調整実践セミナー R7.11.6 オンライン開催 株式会社ブレーン　大岡　百合子氏
34

（非会員3）

源泉所得税講座 R7.11.19 さいたま商工会議所会館 浦和税務署担当官 7

※本会共同

○納税意識の高揚を目的とする事業

項　　目 開催日 会　　場 内　　容 参加人員

納税表彰式 R7.11.17 さいたま新都心合同庁舎 永年功労者表彰 2

「税を考える週間」記念講演会
（関東信越国税局局長講演会）

R7.11.21 さいたま新都心合同庁舎 税についての理解と意識啓蒙 14

南区ふるさとふれあいフェア R7.10.4 浦和競馬場 税金クイズ
315（※）

（非会員300）

桜区区民ふれあいまつり R7.10.18 記念総合体育館 税金クイズ
313（※）
（非会300）

緑区区民まつり R7.10.19 埼玉スタジアム２００２ 税金クイズ
312（※）

（非会員300）

浦和区区民まつり R7.11.2 常盤公園 税金クイズ
313（※）

（非会員300）

中央区区民まつり
R7.11.1
～2

中央区役所 税金クイズ
625（※）

（非会員600）

第12回税に関する
絵はがきコンクール選考会

R7.11.25 さいたま商工会議所会館 入賞作品選考 6

第12回税に関する
絵はがきコンクール表彰式

R8.2.20 ホテルグローバルビュー浦和 表彰授与
49

（非会員24）

第12回税に関する
絵はがきコンクール

R7.5.1
～R8.2.28

小学校他 税についての理解と意識啓発
応募総数
1409点

事　業　一　覧

新設法人説明会

決算期別説明会

青年部会　租税教室

青年部会
カルチャー＆ＴＡＸ31



○税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業　　

項　　目 開催日 会　　場 議　　題 参加人員

第19回全国女性フォーラム
「北海道大会」

R7.9.18 札幌パークホテル 記念講演会　他 5

第41回法人会全国大会「高知大会」 R7.10.16 高知県民文化ホール 税制改正提言報告 2

第39回法人会全国青年の集い
「山梨大会」

R7.11.21 アイメッセ山梨 記念講演会　他 4

R7.11.7 田中良生議員事務所 税制改正要望 1

R7.11.11 武正公一議員事務所 税制改正要望 1

R7.11.13 村井英樹議員事務所 税制改正要望 1

R7.11.13 さいたま市議会 税制改正要望 1

R7.11.13 さいたま市役所 税制改正要望 4

R7.11.19 古川俊治議員事務所 税制改正要望 1

R7.12.4 片山さつき議員財務大臣室 税制改正要望 1

R7 西田実仁議員事務所 税制改正要望 郵送対応

○地域企業の健全な発展に資する事業

項　　目 開催日 会　　場 講　　師 参加人員

労務管理基礎講座 R7.6.17 さいたま商工会議所会館
特定社会保険労務士
青木　昭　氏

8

エクセル講座（中級） R7.7.9 オンライン開催
㈱ブレーン
岩見　誠　氏

13

在職老齢年金のしくみ R7.9.10 さいたま商工会議所会館
日本年金機構 浦和年金事務所お客様相談室　山岸　里
江　氏

17

先輩経営者から学ぶ創業セミナー R7.9.18 パーミンダイコウ 基調講演・支援策紹介・名刺交換会 8

先輩経営者から学ぶ創業セミナー R8.2.19 パーミンダイコウ
先輩経営者のパネルディスカッション・支援策紹介・
名刺交換会

11

基礎から学ぶ社会保険実務講座
R8.3.5
～3.18

オンライン開催
税理士
大里　香織　氏

29

セミナー・オンデマンド
R7.4.1～
R8.3.31

オンライン開催 ㈱ブレーン講師 2,453

○地域社会の健全な発展に貢献する事業（公開講演会）

項　　目 開催日 会　　場 演題・講師 参加人員

公開講演会 R7.5.20 ザマークグランドホテル
「大人のがん教育」
講師　中川恵一　氏

96

新春公開講演会 R8.1.29 ホテルブリランテ武蔵野
「伝わるコトバ　響くコトバ」
講師　三遊亭楽生氏

70
（非会員2）

浦和区・浦和区北支部 公開事業 R8.1.30 カルタスホール
第11回ミニ盆栽講座「長寿梅のミニ盆栽づくり」
講師　山田 香織　氏

44
（非会員3）

R7.7.6 見沼田んぼ周辺 初夏の大収穫祭
67

（非会員12）

R7.12.7 見沼田んぼ周辺 冬の大収穫祭
71

（非会員17）

中央区支部公開事業 R7.12.1 さいたま芸術劇場 中央区ふれあい音楽祭
173

（非会員156）

青年部会公開講演会 R8.2.18 グローバルビュー浦和
「地域に根ざす経営と挑戦日高屋の創業と成長の軌
跡」神田　正氏

26
（非会員4）

○会員の交流に資するための事業

項　　目 開催日 会　　場 参加人員

異業種交流会 R8.2.24 ホテルブリランテ武蔵野
42

（非会員1）

金融機関懇親会 R7.10.3 ザマークグランドホテル
49

（金融機関32）

新年賀詞交歓会 R8.1.29 ホテルブリランテ武蔵野 66

R7.7.23 浦和ワシントンホテル
41

（非会員4）

R7.12.8 浦和スプリングレーンズ 36

女性部会県外視察研修 R7.10.8 シアタークリエ・日比谷松本楼 音楽劇「エノケン」観劇・懇親会
26

（非会員2）

税制改正要望の陳情

浦和区北支部公開事業

青年部会異業種交流会



項　　目 開催日 会　　場 参加人員

青年部会ゴルフコンペ R7.6.3 ゴールド佐野カントリークラブ 20

R7.4.23 豊里ゴルフ俱楽部
20

（非会員5）

R7.11.12 桃里カントリー俱楽部
22

（非会員6）

R7.5.27 皐月ゴルフ倶楽部　佐野コース
28

（非会員3）

R7.11.18 トムソンカントリー倶楽部
28

（非会員2）

南区支部ゴルフコンペ R7.12.2 都賀カンツリー倶楽部 9

桜区支部懇親事業 R8.2.5 大宮よしもと鑑賞 8

○会員の福利厚生に関する事業

項　　目 開催日 会　　場 委　託　先 参加人員

R7.5.15 別所沼会館 （一財）全日本労働福祉協会 47

R7.5.21 別所沼会館 （一財）全日本労働福祉協会 58

R7.5.22 ホテルブリランテ武蔵野 （一財）全日本労働福祉協会 19

R7.5.23 別所沼会館 （一財）全日本労働福祉協会 40

R7.5.28 ホテルブリランテ武蔵野 （一財）全日本労働福祉協会 11

R7.5.30 上尾市文化センター （一財）全日本労働福祉協会 6

R7.10.1 別所沼会館 （一財）全日本労働福祉協会 54

R7.10.2 別所沼会館 （一財）全日本労働福祉協会 59

R7.10.9 彩の国すこやかプラザ （一財）全日本労働福祉協会 18

R7.10.15 北本市文化センター （一財）全日本労働福祉協会 0

R7.10.22 鴻巣市文化センター （一財）全日本労働福祉協会 2

R7.10.27 ホテルブリランテ武蔵野 （一財）全日本労働福祉協会 16

○諸会議関係

（１）定時総会

項　　目 開催日 会　　場 議　　題 参加人員

第14回定時総会 R7.5.20 ザマークグランドホテル 議案審議 103

（２）常任理事会・理事会・委員会・支部役員会

項　　目 開催日 会　　場 議　　題 参加人員

常任理事会 R7.7.24 ロイヤルパインズホテル浦和 浦和法人会の現状について 17

R7.4.22 ロイヤルパインズホテル浦和
令和6年度事業報告及び収支決算に関する件
理事の利益相反行為承認に関する件
第14回定時総会に関する件

36

R8.3.27 ロイヤルパインズホテル浦和
令和8年度事業計画(案)ならびに収支予算(案)に
関する件他

38

臨時理事会 R7.5.20 ザマークグランドホテル
代表理事・業務執行理事選任案承認について/委
員会案承認について

39

R7.4.15 埼玉カンファレンスセンター
令和6年度事業報告ならびに収支決算に関する件
理事の利益相反行為承認に関する件
第14回定時総会に関する件

5

R8.3.18 埼玉カンファレンスセンター
令和7年度事業計画（案）ならびに収支予算
（案）について

6

税制委員会 R7.10.22 埼玉カンファレンスセンター

令和7年度税制改正アンケート結果について、令
和8年度税制改正に関する提言について（概
要）、令和8年度税制改正アンケート調査につい
て他

3

R7.10.20 埼玉カンファレンスセンター
公開講演会について、オンラインセミナーについ
て　他

2

R8.3.2 埼玉カンファレンスセンター
公開講演会について、令和8年度研修事業につい
て　他

3

生活習慣病検診

理事会

緑区支部ゴルフコンペ

浦和区北支部ゴルフコンペ

総務委員会

研修委員会



項　　目 開催日 会　　場 議　　題 参加人員

R7.4.7 埼玉会館
令和6年度広報委員会活動報告について、広報誌
「法人うらわ」夏号について

9

R7.7.14 共済会館 「法人うらわ」秋号について 8

R7.10.14 商工会議所会館 「法人うらわ」新年号について 6

R8.1.13 埼玉会館 「法人うらわ」春号について 8

厚生制度連絡協議会 R7.7.7 浦和ワシントンホテル 福利厚生制度の推進状況、新規会員の入会状況 14

浦和区支部役員会 R7.10.6 埼玉カンファレンスセンター 支部事業について、役員改選について　他 14

浦和区北支部理事会 R7.7.14 加乃 支部事業について　他 8

緑区支部役員会 R7.7.25 東浦和　高砂 支部事業について　他 6

南区支部役員会 R7.8.5 武蔵浦和コミュニティセンター 支部事業について、区民まつりについて　他 8

桜区支部役員会 R7.9.12 楽笑 支部事業について、区民まつりについて　他 8

R7.7.9 ブリランテ武蔵野
会員増強について、福利厚生制度の推進につい
て、支部事業について　他

10

R7.10.2 ホテルブリランテ武蔵野 支部事業について、区民まつりについて　他 11

（３）青年部会・女性部会関係

青年部会の活動

項　　目 開催日 会　　場 議　　題 参加人員

全体会議 R8.2.18 ホテルグローバルビュー浦和
令和8年度事業計画（案）ならびに収支予算
（案）について

28

第1回役員会 R7.4.9 埼玉会館 「租税教室」について、ゴルフコンペについて 22

第2回役員会 R7.5.22 共済会館 異業種交流会（夏季）について　他 16

第3回役員会 R7.6.26 埼玉会館 「キッズマネーアカデミー」について他 12

第4回役員会 R7.8.26 共済会館 税務研修会、区民まつり　他について 18

第5回役員会 R7.11.4 埼玉会館
税務研修会、異業種交流会、公開講演会・全体会
議について

16

正副部会長会議 R8.3.25 グリリア 次期部会長人選について 7

第6回役員会 R8.1.13 埼玉会館 全体会議・公開講演会について 18

R7.4.17 割烹石屋 委員会について/会員拡大について 13

R7.7.15 ちゃんこ市川 りそなキッズマネーアカデミーについて 11

R8.1.14 魚旬菜　石松 全体会議について 10

R7.4.25 アヴァンティプラス 租税教室・税務研修会・公開講演会について 11

R7.8.22 浦和ホルモン 税務研修会について・公開講演会について 12

R8.1.6 石屋
公開講演会について、今年度報告・次年度計画に
ついて

11

組織委員会 R7.12.8 異業種交流会について

租税委員会 R7.6.23 VOLENTE-048
租税教室について・りそなキッズアカデミーにつ
いて

9

R7.4.10 甲州屋 R7年度委員会計画について・租税教室について 11

R7.8.27 グリリア
区民まつり担当について・ゴルフ報告・税務研修
会案内

7

R7.11.18 鉄板ちび田 区民まつりの報告・異業種交流会の案内 10

拡大委員会 R7.7.23 大衆酒場レレレ 拡大状況について 10

広報委員会

カルチャー＆ＴＡＸ委員会

研修委員会

中央区支部役員会

総務委員会



女性部会の活動

項　　目 開催日 会　　場 議　　題 参加人員

全体会議 R8.2.20 ホテルグローバルビュー浦和
令和8年度事業計画（案）ならびに収支予算（案）につ
いて

24

第1回役員会 R7.6.16 埼玉会館 租税教育事業について、県外視察研修について 9

第2回役員会 R7.10.1 ホテルブリランテ武蔵野
租税教育事業、税理士会女性部との税務研修会につい
て

8

第3回役員会 R7.12.15 ホテルブリランテ武蔵野
税務研修会、県外視察研修、タックスツアー、全体会
議について

10

第4回役員会 R8.2.3 浦和コミュニティセンター 全体会議について 8

正副部会長会議 R7.8.26 彩湖 R8以降の租税教育について 3

社会貢献委員会 R7.11.6 浦和法人会事務局 親子TAXツアーについて 2

R7.6.9 ヴァンエール 県外視察研修について 4

R8.3.19 浦和法人会事務局 令和8年度県外視察研修について 5

（４）その他

項　　目 開催日 会　　場 内　　容 参加人員

R7.4.11 法人会会議室 収支決算、事業報告等 2

R7.10.17 法人会会議室 中間監査 3

浦和税務署新年挨拶 R8.1.14 浦和税務署 7

青連協・女連協の活動　

青連協

項　　目 開催日 参加人員

県連青連協親睦ゴルフコンペ R7.4.16 久邇カントリークラブ 10

全法連青連協定時連絡協議会 R7.6.4 明治記念館 1

県連青連協理事会 R7.6.17 大宮ソニックシティ 2

全法連青年部会連絡協議会 R7.11.20 ＹＣＣ県民文化ホール 1

第39回法人会全国青年の集い
「山梨大会」

R7.11.21 アイメッセ山梨 4

部会長サミット R7.11.21 甲府記念日ホテル 2

県連青連協正副会長会議及び研修会 R7.12.3 大宮ソニックシティ 2

第1回垂統塾 R7.9.18 大宮ソニックシティ 1

第2回垂統塾 R7.10.16 大宮ソニックシティ 1

第3回垂統塾 R7.11.13 大宮ソニックシティ 1

垂統塾修了証授与式 郵送対応

女連協

項　　目 開催日 参加人員

第19回全国女性フォーラム
「北海道大会」

R7.9.18 札幌パークホテル 6

全法連女連協定時連絡協議会 R7.6.3 全法連会館 2

県連女連協理事会 R7.6.26 大宮ソニックシティ 2

局連女連協合同セミナー R7.12.2 ホテルメトロポリタン高崎 5

県連女連協正副会長会議 R7.12.16 大宮ソニックシティ 3

県連女連協
税に関する絵はがきコンクール選考会

R8.1.15 ホテルブリランテ武蔵野 1

会　　場

会　　場

会計監査

組織委員会



項　　目 開催日 参加人員

県連女連協南部ブロック会議 R7.4.28 大宮ソニックシティ 4

県連女連協南部ブロック会議 R7.8.6 上尾富士住建ホール 4

県連女連協南部ブロック夏休み親子タック
スツアー

R7.8.19 上尾富士住建ホール・グリコピアイースト（租税教育およびグリコ工場見学） 23

全国女性フォーラム埼玉大会　総務・広報
合同委員会

R7.4.8 大宮ソニックシティ 2

全国女性フォーラム埼玉大会　総務・広報
合同委員会

R7.7.14 大宮ソニックシティ 4

全国女性フォーラム埼玉大会　誘導・来
賓・受付・接遇3合同委員会

R7.7.17 大宮ソニックシティ 1

全国女性フォーラム埼玉大会　正副実行委
員長・正副委員長会議

R7.8.4 大宮ソニックシティ 3

全国女性フォーラム埼玉大会　正副実行委
員長・正副委員長会議

R7.9.8 大宮ソニックシティ 3

全国女性フォーラム埼玉大会　正副実行委
員長・正副委員長会議

R7.11.5 大宮ソニックシティ 2

全国女性フォーラム埼玉大会　正副実行委
員長・正副委員長会議/懇親試食会

R7.12.16 大宮ソニックシティ 3

全国女性フォーラム埼玉大会　誘導、来
賓、受付・接遇3委員会合同委員会

R8.1.26 大宮ソニックシティ 1

全国女性フォーラム埼玉大会
総務・懇親会合同委員会

R8.3.3 大宮ソニックシティ 4

全国女性フォーラム埼玉大会全体会議 R8.3.17 大宮ソニックシティ 1

全国女性フォーラム埼玉大会青連協見学・
会議等

R8.3.30 大宮ソニックシティ 1

○関係機関等の事業

全法連

項　　目 開催日

新春記念講演会・新年賀詞交歓会 R8.1.21 帝国ホテル

事務局セミナー R8.1.26 ハイアットリージェンシー東京またはオンライン

税制セミナー R8.2.16

局連

項　　目 開催日

通常役員総会・講演会 R7.8.26 ホテルブリランテ武蔵野

局連青年部会連絡協議会 合同勉強会 R8.2.6 栃木県総合文化センター

事務局担当者研修会 R7.11.26 オンライン開催

埼玉県連

項　　目 開催日

定時総会 R7.6.10 パレスホテル大宮

R7.5.15 ザ マークグランドホテル

R8.3.23 ホテルブリランテ武蔵野

理事会・国税局との意見交換会 R8.1.27 ホテルブリランテ武蔵野

税理士会埼玉県支部連合会との協議会 R7.9.9 ザマークグランドホテル

正副会長会議 R7.7.24 ホテルブリランテ武蔵野

R7.4.24 大宮ソニックシティ

R7.10.7 大宮ソニックシティ

R8.3.13 大宮ソニックシティ

R7.6.13 大宮ソニックシティ

R7.10.21 大宮ソニックシティ

R8.3.11 大宮ソニックシティ

会　　場

会　　場

ハイアットリージェンシー東京またはオンライン

総務委員会

税制委員会

理事会

会　　場

会　　場



項　　目 開催日

R7.7.30 大宮ソニックシティ

R8.2.12 大宮ソニックシティ

R7.6.19 大宮ソニックシティ

R7.9.24 大宮ソニックシティ

R8.3.5 大宮ソニックシティ

拡大組織・厚生合同委員会 R7.9.3 ホテルブリランテ武蔵野

厚生委員会 R8.2.19 湯河原山翠楼

組織委員会 R8.2.26 ソニックシティ

R7.4.30 大宮ソニックシティ

R7.8.29 オンライン開催

R7.11.7 大宮ソニックシティ

R8.1.30 オンライン開催

事務局職員研修会 R7.12.19 大宮ソニックシティ

納税協力団体

項　　目 開催日

納税協力団体協議会
定期総会

R7.10.9 浦和税務署

R7.4.10 さいたま新都心合同庁舎

R7.8.21 さいたま新都心合同庁舎

浦和青色申告会　通常総会 R7.5.22 さいたま商工会議所会館

関東信越税理士会浦和支部
定期総会

R7.6.12 ロイヤルパインズホテル浦和

浦和税務署管内
納税貯蓄組合連合会定期総会

R7.6.19 別所沼会館ヘリテイジ浦和

納税協力団体協議会
関東信越国税局長との懇談会

R7.11.21 さいたま新都心合同庁舎

R7.9.11 浦和税務署

R7.12.11 浦和税務署

納税協力団体協議会
事務担当者会議

納税協力団体協議会
役員会

事務局長会議

研修委員会

会　　場

広報委員会

会　　場



公益社団法人浦和法人会
（単位：円）

科　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ  資産の部

１．流動資産
現金預金 33,820,501 30,787,762 3,032,739
前払金 343,015 111,220 231,795
貯蔵品 84,632 95,799 △ 11,167

流動資産合計 34,248,148 30,994,781 3,253,367
２．固定資産

(1) 基本財産
定期預金 7,000,000 7,000,000 0

基本財産合計 7,000,000 7,000,000 0
(2) 特定資産

退職給付引当資産 1,600,000 1,940,000 △ 340,000
令和7年度公開講演会費用引当金 0 1,500,000 0
令和8年度公開講演会費用引当金 1,500,000 1,500,000 0
令和9年度公開講演会費用引当金 1,500,000 1,500,000 0
令和10年度公開講演会費用引当金 1,500,000 1,500,000 0
令和11年度公開講演会費用引当金 1,500,000 1,500,000 0
令和12年度公開講演会費用引当金 1,500,000 1,500,000 0
令和13年度公開講演会費用引当金 1,500,000 1,500,000 0
令和14年度公開講演会費用引当金 1,500,000 0 1,500,000
令和15年度公開講演会費用引当金 1,500,000 0 1,500,000
青年部会創立50周年行事積立資産 2,000,000 2,000,000 0
創立80周年公益社団化20周年記念事業積立預金 3,000,000 3,000,000 0
女性部会創立50周年行事積立資産 500,000 500,000 0

特定資産合計 19,100,000 17,940,000 1,160,000
(3) その他固定資産

工具器具備品 40,656 73,920 △ 33,264
電話加入権 303,488 303,488 0
長期前払費用 525,800 0 525,800
敷金 2,722,500 2,722,500 0

その他固定資産合計 3,592,444 3,099,908 492,536
固定資産合計 29,692,444 28,039,908 1,652,536
資産合計 63,940,592 59,034,689 4,905,903

Ⅱ  負債の部
１．流動負債

前受金 0 30,000 △ 30,000
未払金 184,189 9,960 174,229
未払消費税等 23,900 48,000 △ 24,100
未払法人税等 70,000 88,500 △ 18,500

流動負債合計 278,089 176,460 101,629
２．固定負債

退職給付引当金 1,600,000 1,940,000 △ 340,000
固定負債合計 1,600,000 1,940,000 △ 340,000
負債合計 1,878,089 2,116,460 △ 238,371

Ⅲ  正味財産の部
１．基金

基金 0 0 0
２．指定正味財産

指定正味財産合計 0 0 0
３．一般正味財産

(1) 代替基金 0 0 0
(2) その他一般正味財産 62,062,503 56,918,229 5,144,274

一般正味財産合計 62,062,503 56,918,229 5,144,274
（うち基本財産への充当額） 7,000,000 7,000,000 0
（うち特定資産への充当額） 6,500,000 8,000,000 △ 1,500,000
正味財産合計 62,062,503 56,918,229 5,144,274
負債及び正味財産合計 63,940,592 59,034,689 4,905,903

貸借対照表
令和 8年 3月31日現在

第１号議案



公益社団法人浦和法人会
（単位：円）

科　　　　目 予算額① 決算額② 差　異①‐②
Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益

基本財産運用益 1,000 210 790
基本財産受取利息 1,000 210 790

受取会費 31,300,000 30,429,500 870,500
正会員受取会費 27,760,000 26,813,250 946,750
系列会員受取会費 135,000 132,000 3,000
賛助会員受取会費 3,405,000 3,484,250 △ 79,250

事業収益 1,270,000 1,024,508 245,492
研修事業収益 24,000 9,000 15,000
社会貢献事業収益 121,000 3,000 118,000
経営支援事業収 15,000 0 15,000
福利厚生事業収益 900,000 819,508 80,492
会員親睦事業収益 90,000 73,000 17,000
事務手数料収益 120,000 120,000 0

受取補助金等 18,436,600 18,804,046 △ 367,446
受取県連補助金 1,400,000 1,584,446 △ 184,446
受取全法連助成金 350,000 350,000 0
受取全法連助成金振替額 16,386,600 16,386,600 0
受取全法連補助金 300,000 483,000 △ 183,000

受取負担金 1,896,000 1,533,500 362,500
青年部会負担金 1,560,000 1,211,000 349,000
女性部会負担金 336,000 322,500 13,500

雑収益 600,000 425,000 175,000
広告料収益 300,000 300,000 0
雑収益 300,000 125,000 175,000

経常収益計 53,503,600 52,216,764 1,286,836
(2) 経常費用

事業費 49,669,703 42,451,840 7,217,863
給料手当 11,040,000 11,546,193 △ 506,193
退職給付費用 423,200 432,400 △ 9,200
福利厚生費 1,380,000 1,639,549 △ 259,549
会議費 5,187,500 3,429,528 1,757,972
旅費交通費 1,309,500 1,403,504 △ 94,004
通信運搬費 3,243,000 2,732,892 510,108
減価償却費 30,603 31,269 △ 666
消耗品費 1,155,000 927,558 227,442
修繕費 138,000 179,756 △ 41,756
印刷製本費 4,925,000 4,182,333 742,667
燃料費 84,000 47,198 36,802
光熱水料費 322,000 269,937 52,063
賃借料 3,496,000 3,502,158 △ 6,158
保険料 579,150 588,345 △ 9,195
諸謝金 2,875,137 1,599,313 1,275,824
表彰費 1,130,000 1,096,118 33,882
租税公課 92,000 38,240 53,760
支払負担金 399,000 269,000 130,000
支払寄付金 20,000 3,000 17,000
委託費 770,500 784,652 △ 14,152
会場費 4,215,000 3,067,374 1,147,626
広告宣伝費 490,000 461,600 28,400
リース料 460,000 350,205 109,795

正味財産増減計算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで



科　　　　目 予算額① 決算額② 差　異①‐②
事務所管理費 828,000 844,522 △ 16,522
支払手数料 1,111,500 1,089,420 22,080
新聞図書費 247,500 222,151 25,349
雑費 3,718,113 1,713,625 2,004,488

管理費 5,201,061 4,550,650 650,411
給料手当 960,000 736,991 223,009
退職給付費用 36,800 27,600 9,200
福利厚生費 120,000 104,653 15,347
会議費 99,000 53,940 45,060
旅費交通費 36,000 24,732 11,268
通信運搬費 1,050,000 956,365 93,635
減価償却費 2,661 1,995 666
消耗品費 8,000 6,397 1,603
修繕費 12,000 11,474 526
印刷製本費 440,000 328,663 111,337
燃料費 4,000 548 3,452
光熱水料費 28,000 17,230 10,770
賃借料 304,000 223,542 80,458
会場費 860,000 896,630 △ 36,630
委託費 50,000 0 50,000
保険料 49,600 36,895 12,705
諸謝金 110,000 110,000 0
租税公課 8,000 2,441 5,559
諸会費 220,000 207,250 12,750
支払負担金 16,000 84,000 △ 68,000
支払寄付金 0 10,000 △ 10,000
渉外慶弔費 250,000 357,891 △ 107,891
表彰費 200,000 208,228 △ 8,228
リース料 40,000 22,354 17,646
事務所管理費 72,000 53,906 18,094
支払手数料 96,000 65,075 30,925
新聞図書費 0 663 △ 663
雑費 129,000 1,187 127,813

経常費用計 54,870,764 47,002,490 7,868,274
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,367,164 5,214,274 △ 6,581,438
評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 △ 1,367,164 5,214,274 △ 6,581,438

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,367,164 5,214,274 △ 6,581,438
法人税、住民税及び事業税 90,000 70,000 20,000
当期一般正味財産増減額 △ 1,457,164 5,144,274 △ 6,601,438
一般正味財産期首残高 56,918,229 56,918,229 0
一般正味財産期末残高 55,461,065 62,062,503 △ 6,601,438

Ⅱ  指定正味財産増減の部
受取補助金等 16,386,600 16,386,600 0
受取全法連助成金 16,386,600 16,386,600 0

一般正味財産への振替額 △ 16,386,600 △ 16,386,600 0
一般正味財産への振替額 △ 16,386,600 △ 16,386,600 0
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部
当期基金増減額 0 0 0
基金期首残高 0 0 0
基金期末残高 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 55,461,065 62,062,503 △ 6,601,438



公益社団法人浦和法人会 （単位：円）

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益 1,000 210 0 0 210 210 0 0 0 0

基本財産受取利息 1,000 210 0 0 210 210 0 0 0 0
受取会費 31,300,000 30,429,500 0 0 6,085,900 6,085,900 0 0 0 24,343,600

正会員受取会費 27,760,000 26,813,250 0 0 5,362,650 5,362,650 0 0 0 21,450,600
系列会員受取会費 135,000 132,000 0 0 26,400 26,400 0 0 0 105,600
賛助会員受取会費 3,405,000 3,484,250 0 0 696,850 696,850 0 0 0 2,787,400

事業収益 1,270,000 1,024,508 9,000 3,000 0 12,000 939,508 73,000 1,012,508 0
研修事業収益 24,000 9,000 9,000 0 0 9,000 0 0 0 0
社会貢献事業収益 121,000 3,000 0 3,000 0 3,000 0 0 0 0
経営支援事業収 15,000
福利厚生事業収益 900,000 819,508 0 0 0 0 819,508 0 819,508 0
会員親睦事業収益 90,000 73,000 0 0 0 0 0 73,000 73,000 0
事務手数料収益 120,000 120,000 0 0 0 0 120,000 0 120,000 0

受取補助金等 18,436,600 18,804,046 0 0 16,386,600 16,386,600 0 0 0 2,417,446
受取県連補助金 1,400,000 1,584,446 0 0 0 0 0 0 0 1,584,446
受取全法連助成金 350,000 350,000 0 0 0 0 0 0 0 350,000
受取全法連助成金振替額 16,386,600 16,386,600 0 0 16,386,600 16,386,600 0 0 0 0
受取全法連補助金 300,000 483,000 0 0 0 0 0 0 0 483,000

受取負担金 1,896,000 1,533,500 0 0 0 0 0 1,533,500 1,533,500 0
青年部会負担金 1,560,000 1,211,000 0 0 0 0 0 1,211,000 1,211,000 0
女性部会負担金 336,000 322,500 0 0 0 0 0 322,500 322,500 0

雑収益 600,000 425,000 0 0 0 0 0 300,000 300,000 125,000
広告料収益 300,000 300,000 0 0 0 0 0 300,000 300,000 0
雑収益 300,000 125,000 0 0 0 0 0 0 0 125,000

経常収益計 53,503,600 52,216,764 9,000 3,000 22,472,710 22,484,710 939,508 1,906,500 2,846,008 26,886,046
(2) 経常費用

事業費 49,669,703 42,451,840 22,751,423 6,505,513 0 29,256,936 941,755 12,253,149 13,194,904 0
給料手当 11,040,000 11,546,193 7,124,247 1,473,982 0 8,598,229 491,327 2,456,637 2,947,964 0
退職給付費用 423,200 432,400 266,800 55,200 0 322,000 18,400 92,000 110,400 0
福利厚生費 1,380,000 1,639,549 1,011,637 209,304 0 1,220,941 69,768 348,840 418,608 0
会議費 5,187,500 3,429,528 355,909 29,575 0 385,484 746 3,043,298 3,044,044 0
旅費交通費 1,309,500 1,403,504 853,755 52,838 0 906,593 14,146 482,765 496,911 0
通信運搬費 3,243,000 2,732,892 2,282,486 227,561 0 2,510,047 37,141 185,704 222,845 0
減価償却費 30,603 31,269 19,293 3,992 0 23,285 1,331 6,653 7,984 0
消耗品費 1,155,000 927,558 506,643 390,543 0 897,186 4,264 26,108 30,372 0
修繕費 138,000 179,756 110,913 22,948 0 133,861 7,649 38,246 45,895 0
印刷製本費 4,925,000 4,182,333 3,616,067 200,389 0 3,816,456 14,422 351,455 365,877 0
燃料費 84,000 47,198 11,884 5,028 0 16,912 365 29,921 30,286 0
光熱水料費 322,000 269,937 166,557 34,460 0 201,017 11,487 57,433 68,920 0
賃借料 3,496,000 3,502,158 2,160,906 447,084 0 2,607,990 149,028 745,140 894,168 0
保険料 579,150 588,345 364,174 73,790 0 437,964 24,597 125,784 150,381 0
諸謝金 2,875,137 1,599,313 509,413 858,900 0 1,368,313 0 231,000 231,000 0
表彰費 1,130,000 1,096,118 54,812 0 0 54,812 0 1,041,306 1,041,306 0
租税公課 92,000 38,240 23,595 4,882 0 28,477 1,627 8,136 9,763 0
支払負担金 399,000 269,000 89,000 0 0 89,000 0 180,000 180,000 0
支払寄付金 20,000 3,000 0 3,000 0 3,000 0 0 0 0
委託費 770,500 784,652 456,852 327,800 0 784,652 0 0 0 0
会場費 4,215,000 3,067,374 733,464 1,626,180 0 2,359,644 0 707,730 707,730 0
広告宣伝費 490,000 461,600 461,600 0 0 461,600 0 0 0 0
リース料 460,000 350,205 216,084 44,707 0 260,791 14,902 74,512 89,414 0
事務所管理費 828,000 844,522 521,088 107,811 0 628,899 35,937 179,686 215,623 0
支払手数料 1,111,500 1,089,420 655,462 130,151 0 785,613 43,384 260,423 303,807 0
新聞図書費 247,500 222,151 110,367 109,128 0 219,495 443 2,213 2,656 0
雑費 3,718,113 1,713,625 68,415 66,260 0 134,675 791 1,578,159 1,578,950 0

正味財産増減計算書内訳表
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

科        目 予算額 決算額
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
公益１ 公益２ 公益共通 小計 収益１ 他１ 小計



管理費 5,201,061 4,550,650 0 0 0 0 0 0 0 4,550,650
給料手当 960,000 736,991 0 0 0 0 0 0 0 736,991
退職給付費用 36,800 27,600 0 0 0 0 0 0 0 27,600
福利厚生費 120,000 104,653 0 0 0 0 0 0 0 104,653
会議費 99,000 53,940 0 0 0 0 0 0 0 53,940
旅費交通費 36,000 24,732 0 0 0 0 0 0 0 24,732
通信運搬費 1,050,000 956,365 0 0 0 0 0 0 0 956,365
減価償却費 2,661 1,995 0 0 0 0 0 0 0 1,995
消耗品費 8,000 6,397 0 0 0 0 0 0 0 6,397
修繕費 12,000 11,474 0 0 0 0 0 0 0 11,474
印刷製本費 440,000 328,663 0 0 0 0 0 0 0 328,663
燃料費 4,000 548 0 0 0 0 0 0 0 548
光熱水料費 28,000 17,230 0 0 0 0 0 0 0 17,230
賃借料 304,000 223,542 0 0 0 0 0 0 0 223,542
会場費 860,000 896,630 0 0 0 0 0 0 0 896,630
保険料 50,000 36,895 0 0 0 0 0 0 0 36,895
諸謝金 49,600 110,000 0 0 0 0 0 0 0 110,000
租税公課 110,000 2,441 0 0 0 0 0 0 0 2,441
諸会費 8,000 207,250 0 0 0 0 0 0 0 207,250
支払負担金 220,000 84,000 0 0 0 0 0 0 0 84,000
支払寄付金 16,000 10,000 0 0 0 0 0 0 0 10,000
渉外慶弔費 250,000 357,891 0 0 0 0 0 0 0 357,891
表彰費 200,000 208,228 0 0 0 0 0 0 0 208,228
リース料 40,000 22,354 0 0 0 0 0 0 0 22,354
事務所管理費 72,000 53,906 0 0 0 0 0 0 0 53,906
支払手数料 96,000 65,075 0 0 0 0 0 0 0 65,075
新聞図書費 0 663 0 0 0 0 0 0 0 663
雑費 129,000 1,187 0 0 0 0 0 0 0 1,187

経常費用計 54,870,764 47,002,490 22,751,423 6,505,513 0 29,256,936 941,755 12,253,149 13,194,904 4,550,650
経常費比率 62% 28% 10%

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,367,164 5,214,274 △ 22,742,423 △ 6,502,513 22,472,710 △ 6,772,226 △ 2,247 △ 10,346,649 △ 10,348,896 22,335,396
評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常増減額 △ 1,367,164 5,214,274 △ 22,742,423 △ 6,502,513 22,472,710 △ 6,772,226 △ 2,247 △ 10,346,649 △ 10,348,896 22,335,396

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 1,367,164 5,214,274 △ 22,742,423 △ 6,502,513 22,472,710 △ 6,772,226 △ 2,247 △ 10,346,649 △ 10,348,896 22,335,396
税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,367,164 5,214,274 △ 22,742,423 △ 6,502,513 22,472,710 △ 6,772,226 △ 2,247 △ 10,346,649 △ 10,348,896 22,335,396
法人税、住民税及び事業税 90,000 70,000 0 0 0 0 70,000 0 70,000 0
当期一般正味財産増減額 △ 1,457,164 5,144,274 △ 22,742,423 △ 6,502,513 22,472,710 △ 6,772,226 △ 72,247 △ 10,346,649 △ 10,418,896 22,335,396
一般正味財産期首残高 56,918,229 56,918,229
一般正味財産期末残高 55,461,065 62,062,503

Ⅱ  指定正味財産増減の部
受取補助金等 16,386,600 16,386,600

受取全法連助成金 16,386,600 16,386,600
一般正味財産への振替額 △ 16,386,600 △ 16,386,600

一般正味財産への振替額 △ 16,386,600 △ 16,386,600
当期指定正味財産増減額 0 0
指定正味財産期首残高 0 0
指定正味財産期末残高 0 0

Ⅲ  基金増減の部
当期基金増減額 0 0
基金期首残高 0 0
基金期末残高 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 55,461,065 62,062,503

科        目 予算額 決算額
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
公益１ 公益２ 公益共通 小計 収益１ 他１ 小計



・定率法による減価償却を実施している。

・消費税込額で表示している。

なし

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 (単位：円)

  令和7年度公開講演会費用引当金

  令和8年度公開講演会費用引当金

  令和9年度公開講演会費用引当金

  令和10年度公開講演会費用引当金

  令和11年度公開講演会費用引当金

  青年部会創立50周年行事積立資産

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 (単位：円)

  令和8年度公開講演会費用引当金

0 2,000,0002,000,000 0

  退職給付引当資産 1,600,000 (1,600,000)

1,500,000 (1,500,000)

小      計 7,000,000 (7,000,000)

特定資産

基本財産

  定期預金 7,000,000 (7,000,000)

科      目 当期末残高
(うち指定正味財 (うち一般正味財 (うち負債に

産からの充当額) 産からの充当額) 対応する額)

合      計 24,940,000 3,460,000 2,300,000 26,100,000

4．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

3,460,000 2,300,000 19,100,000小      計 17,940,000

  創立80周年公益社団化20周年記念
                      事業積立預金

3,000,000 0 0 3,000,000

  女性部会創立50周年行事積立資産 500,000 0 0 500,000

  令和14年度公開講演会費用引当金 0 1,500,000 0 1,500,000

  令和15年度公開講演会費用引当金 0 1,500,000 0 1,500,000

  令和12年度公開講演会費用引当金 1,500,000 0 0 1,500,000

  令和13年度公開講演会費用引当金 1,500,000 0 0 1,500,000

1,500,000 0 0 1,500,000

1,500,000 0 0 1,500,000

1,500,000 0 0 1,500,000

1,500,000 0 0 1,500,000

  退職給付引当資産 1,940,000 460,000 800,000 1,600,000

1,500,000 0 1,500,000 0

小      計 7,000,000 0 0 7,000,000

特定資産

基本財産

　定期預金 7,000,000 0 0 7,000,000

    (3)  消費税等の会計処理

２．会計方針の変更

３．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

科      目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

    (1)  引当金の計上基準

・退職給付引当金

事務局職員の退職給付に備えるため、当期末において発生していると認められる額を、期末自己都合要
支給額に基づいて計上している。

    (2)  固定資産の減価償却の方法　



  令和9年度公開講演会費用引当金

  令和10年度公開講演会費用引当金

５.引当金の明細

   引当金の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

（単位：円）

（単位：円）

一般正味財産

一般正味財産

指定正味財産

一般正味財産

８．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

　目的達成による指定解除額 0

合      計 16,386,600

経常収益への振替額

　事業費計上による振替額 16,386,600

経常外収益への振替額

合      計 0 18,804,046 18,804,046 0

内　　容 金　　額

受取全法連
補助金

(公財)全国法人会
総連合 0 483,000 483,000 0

受取全法連
助成金振替額

(公財)全国法人会
総連合 0 16,386,600 16,386,600 0

受取全法連
助成金

(公財)全国法人会
総連合 0 350,000 350,000 0

貸借対照表上
の記載区分

受取県連
補助金

(一社)
埼玉県法人会連合 0 1,584,446 1,584,446 0

補助金等の名
称

交付者
前期

末残高
当期

増加額
当期

減少額
期末残高

合計 3,991,238 398,794 3,592,444

７.補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

   補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

敷金 2,722,500 0 2,722,500

長期前払費用 657,250 131,450 525,800

電話加入権 303,488 0 303,488

工具器具備品 308,000 267,344 40,656

1,600,000

６.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科目 取得価額
減価償却
累計額

期末残高

退職給付引当金 1,940,000 460,000 800,000

合      計 26,100,000 0 (24,500,000) (1,600,000)

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

小      計 19,100,000 0 (17,500,000) (1,600,000)

目的使用 その他

  女性部会創立50周年行事積立資産 500,000 (500,000)

  令和15年度公開講演会費用引当金 1,500,000 (1,500,000)

  創立80周年公益社団化20周年記念
                　　　  事業積立預金

3,000,000 (3,000,000)

  青年部会創立50周年行事積立資産 2,000,000 (2,000,000)

  令和13年度公開講演会費用引当金 1,500,000 (1,500,000)

  令和14年度公開講演会費用引当金 1,500,000 (1,500,000)

  令和11年度公開講演会費用引当金 1,500,000 (1,500,000)

  令和12年度公開講演会費用引当金 1,500,000 (1,500,000)

1,500,000 (1,500,000)

1,500,000 (1,500,000)



（単位：円）

使用目的等 金　　　　額
(流動資産)

現金 手元保管（運転資金として） 485,612

普通預金 33,334,889
埼玉りそな銀行/浦和中央支店 14,751,277
武蔵野銀行/浦和支店 4,813,188
埼玉縣信用金庫/浦和支店 4,414,881
青木信用金庫/浦和支店 2,104,702
みずほ銀行/浦和支店 2,789,536
城北信用金庫/西堀支店 2,068,454
川口信用金庫/北浦和支店 2,392,851

前払金 R8年度事業分 343,015

貯蔵品 租税教室用文具等 84,632
34,248,148

(固定資産)
  基本財産

定期預金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 7,000,000

  特定資産
退職給付引当資産 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,600,000
令和8年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
令和9年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
令和10年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
令和11年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
令和12年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
令和13年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
令和14年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
令和15年度公開講演会費用引当金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 1,500,000
青年部会創立50周年行事積立資産 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 2,000,000
創立80周年公益化20周年事業積立金 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 3,000,000
女性部会創立50周年行事積立資産 埼玉りそな銀行/浦和中央支店 500,000

  その他固定資産
工具器具備品 コピー機 40,656
電話加入権 303,488
長期前払費用 セキュリティライセンス 525,800
敷金 2,722,500

29,692,444
63,940,592

(流動負債)
未払金 184,189

未払消費税等 令和7年度確定納付額 23,900

未払法人税等 令和7年度確定納付額 70,000
278,089

(固定負債)
退職給付引当金 1,600,000

1,600,000
1,878,089

62,062,503

  流動資産合計

財産目録
令和 8年 3月31日現在

貸借対照表科目

  固定資産合計
    資産合計

  流動負債合計

  固定負債合計
    負債合計
    正味財産
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令和 8 年度事業計画 

 

Ⅰ．令和 8年度活動理念 

「地域の発展と活力ある法人会をめざして」 

（１） 財政基盤の確立 

（２） 組織基盤の整備充実 

（３） 目に見える社会貢献活動の実施 

（４） 会員企業支援のための事業充実 

 

Ⅱ．基本方針 

（税務行政への協力） 

１．税務当局との連絡協調を保ち、あらゆる機会を通じて納税者と税務当局の間の相互理解

に努め、また、会員および一般市民へ広く税務知識の普及、啓蒙を通じて納税道義の高揚

を図り、円滑な税務行政に寄与する。更にキャッシュレス納付及び添付書類も含めた e-Tax

（ALL e-Tax）普及に向けた周知取組みに努める。 

（租税負担の合理化） 

２．中小企業の税負担の軽減と簡素かつ適正公正な税制確立のため、税制の研究に努め、会

員の要望、意見を聞き、税制改正要望を行う。 

（記帳と経理知識の普及並びに税務コンプライアンスの向上） 

３．企業経営の健全化並びにその発展向上に資するため、経理、労務および税制に関する講

習会、研修会等を積極的に行い、正しい記帳と適正な申告の普及に努める。また、企業の

税務コンプライアンス向上のため「自主点検チェックシート」の活用に向けた周知を徹底

していく。 

（公益と社会貢献） 

４．健全な納税団体として、事業の公益性と社会貢献度を高めると共に、組織の強化を図り、

納税者の事業への参加の向上と加入増加を推進し、公益法人として社会的使命を果たすこ

とに努める。更に、公益法人制度改革の要請する用件を充たし、民間が担う公益の増進に

寄与すべく取り組む。 

（会務運営の円滑化） 

５．法人会事業の充実と魅力ある活動の展開、また会員相互で積極的な情報交流を図り、円

滑な会務運営を行う。 

（会員増強と福利厚生制度の推進及び退会防止） 

６．法人会の財政基盤の根源である、会費収入と福利厚生制度事務手数料収入の安定的確保

を図るべく、新設法人データ、新規会員名簿の共有など組織委員会と厚生委員会並びに協

力 3社との連携強化を図り、会員増強と福利厚生制度の推進に重点的に取り組むとともに、

退会防止に向けた効果的な取組を継続実施する。 

 

 



                                            

 

Ⅲ．主要事業計画 

（１） 税知識の普及を目的とする事業 

１）新設法人説明会 

目的：新たに法人として設立された企業に対し、必要な諸届などの手続をはじめ事 

   業の開始に際して法人税法上の留意点等についての理解を促す。 

 対象：浦和税務署管内に新たに設立された全法人、年 2回開催。 

２）決算期別説明会 

目的：決算期を迎える法人企業に対し、税法改正事項等決算手続きを行うに当たり、 

留意点等を説明し、適切な法人税等の申告を行うための知識を習得する。 

講師は浦和税務署担当官または関東信越税理士会浦和支部所属の税理士。 

対象：浦和税務署管内の決算期を迎える全法人、年 5回開催。 

３）租税教室 

目的：浦和税務署管内の小学生を対象に、国税当局作成の租税教育用ビデオ等を教 

   材として使用するともに、青年部会員が講師となり、身近な事例を解説し、 

   税の大切さを伝え、理解してもらう。 

対象：浦和税務署管内の小学 6年生、5月～8月開催 

４）税制改正とインボイス制度セミナー 

目的：令和 8年度税制改正における注意点とインボイス制度の特例終了に伴う注意

点を確認する。 

対象：会員・一般 年 1回開催（オンライン） 

５）源泉所得税講座 

目的：企業の実務担当者が、源泉所得税に関する知識を習得し、資質向上を図る。 

講師は浦和税務署担当官。 

対象：会員・一般、年１回開催 

６）税務研修会（相談会） 

目的：税法の基本的な知識を習得するとともに、専門家から直接アドバイスを受け 

ることで、個別の税務状況に対する理解を深める。 

派遣は関東信越税理士会浦和支部所属の税理士 

対象：管内の法人企業、年 1回開催（事前予約制） 

７）青年部会税務研修会 

目的：さまざまな税について税務署担当者から解説してもらうと同時に、質疑応答

を通じて、税に関する知識を習得する。講師は浦和税務署幹部。 

対象：管内法人企業、青年部会員、年 1回開催 

８）女性部会税務研修会 

目的：法人税にとらわれることなく、さまざまな税を研修のテーマに採り上げ、税 

知識を習得する。講師は浦和税務署幹部、関東信越税理士会浦和支部女性部 

所属の税理士。 

対象：管内法人企業、女性部会員、年２回開催 



                                            

 

（２）納税意識の高揚を目的とする事業 

１）納税表彰式 

目的：浦和税務署が毎回行う納税表彰式は、納税協力団体の活動を積極的に行い納 

税意識の高揚ならびに税知識の普及推進に対し、永年の功労があった者に浦 

和税務署長により表彰状、感謝状が贈られる。納税協力団体の活動にかかる 

推進者を育成するとともに、広く社会に納税の重要性を周知する。 

対象：表彰対象者・当会役員 

２）「税を考える週間」広報活動 

目的：「税を考える週間」行事の一環として、税知識の普及、啓蒙と納税意識の高 

揚を図る。 

対象：一般 

３）区民まつり 

目的：浦和税務署管内の各区の自治会連合会が実施している地域の交流と活性化を 

目的とした「区民まつり」に各支部単位で参加。青年部会との協働により税 

金クイズ等を実施し、税を身近に感じてもらうとともに、税知識の普及、啓 

蒙を図る。 

対象：一般 

４）ホームページによる税情報の発信 

目的：ホームページ上に、浦和税務署、埼玉県、さいたま市のバナーを設け、税に 

関する情報を周知する。さらに国税局のホームページにリンクし、適宜税に関する 

タイムリーな情報を提供する。 

対象：会員・一般 

５）税に関する絵はがきコンクール 

目的：女性部会が、小学生を対象にした租税教育活動として、小学生に「税の大切

さ」、「税の果たす役割」について学んでもらい、学んだ税知識や感想を絵は

がきに描写することにより、税に対する理解を深めてもらう。 

    対象：管内小学 6年生 

 

（３）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

１）税制アンケート 

目的：一般社団法人埼玉県法人会連合会では、毎年、主に中小企業税制に関する問 

題点と適正公平な税制に関する提言を国の税制に反映してもらうため、会員 

から税制に関するアンケート調査を行う。また、当会においても税制委員・ 

会員から税制に関するアンケートを取りまとめ、一般社団法人埼玉県法人会 

連合会を通じ、公益財団法人全国法人連合会総連合に上申する。 

対象：役員・会員・税制委員 

２）税制改正に関する提言活動 

目的：公益財団法人全国法人会総連合は、毎年全国大会を開催し、税制改正に関す 



                                            

る提言を採択し、関係機関等に対し提言活動を行う。当会においても地元選 

出国会議員およびさいたま市に対し提言活動を行う。 

対象：さいたま市選出国会議員、さいたま市長、さいたま市議会議長 

３）法人会全国大会 

目的：全国の経営者が集い、税制、財政および地域社会の健全な発展等、法人会の 

   目的を達成するための情報交換、意見交換ならびに協議を行う。 

対象：役員代表 

４）全国青年の集い 

目的：全国の青年経営者が集い、税制、財政および地域社会の健全な発展等、法人 

   会の目的を達成するための情報交換、意見交換ならびに協議を行い、今後の 

青年部会活動の充実に繋げる。また、租税教育活動の好事例が発表される。 

対象：青年部会員代表(役員） 

５）全国女性フォーラム（埼玉大会） 

目的：全国の女性経営者が埼玉に集い、税制・財政および地域社会の健全な発展等、 

法人会の目的を達成するための情報交換、意見交換ならびに協議を行い、今 

後の女性部会活動の充実に繋げる。また、「税に関する絵はがきコンクール」 

の優秀作品が展示される。 

 対象：女性部会員 

 

（４）地域企業の健全な発展に資する事業 

  １）決算書の見方・活用講座 

    目的：「決算書」を読むために必要な、基本となる財務知識を習得する。 

    対象：会員・一般 

  ２）はじめての経理講座 

    目的：経理実務手続きについて、1年間の業務スケジュールをイメージしながら実 

例を通して学ぶ。 

    対象：会員・一般 

  ３）労務管理講座 

    目的：法改正を中心に労務管理制度を正しく理解してもらう。 

    対象：会員・一般 

  ４）在職老齢年金のしくみ 

    目的：退職を予定されている 60～65歳の方、及び経営者や総務・経理担当者に在職 

老齢年金のしくみを学ぶ。 

    対象：会員・一般 

  ５）セミナーオンデマンド 

 目的：会員企業、一般企業の経営者・社員が、オンラインでの各種セミナーや講座

の自由な受講を可能とする。会社経営や暮らしに有益な情報や専門知識の習

得に必要な充実したコンテンツを毎月配信する。 

対象：会員・一般 



                                            

 

６）法律相談（仲介） 

 目的：会員企業、一般企業の経営者・社員が、法律、年金、労務に関する個別の相

談事案がある場合に、弁護士会や社会保険労務士会に仲介する。 

対象：会員・一般 

 

（５）地域社会の健全な発展に貢献する事業 

１）公開講演会等 

目的：会員のみならず一般の方が参加できる講演会等を開催し、参加者の方々の知 

識、教養等の向上に寄与する。また、地域社会の活性化、地域のコミュニケ 

ーション良化に繋げる。 

対象：会員・一般 

  ２）主催公演 

    目的：地域の活性化やコミュニティーの共有価値の創造に寄与する。地元演奏家等

を招いて音楽コンサートを開催し、音楽が持つ「人と人をつなげる力」で「心

の交流」の機会を創出することを目指す。 

    対象：会員・一般 

  ３）緑のトラスト募金 

    目的：埼玉の自然保存を目的とした緑のトラスト募金へ寄付し、不特定多数の利益

増進に寄与する。 

    対象：会員・一般 

 

（６）会員の交流に資するための事業 

１）新年賀詞交歓会 

目的：地域の経営者が集い、情報交換、意見交換を行い会員の親睦を図る。 

対象：会員 

２）理事、各委員会役員、各支部役員、各部会役員での懇談会 

目的：当会の運営に携わっている理事、役員等当年度の活動方針、重点施策等につ

いて協議を行い、各種目標の実現に向け意思統一を図るとともに地域の交流

を図る。 

対象：理事、各役員 

３）異業種交流会(ゴルフ大会) 

目的：ゴルフを通じて支部会員、青年部会員が情報交換を図るとともに、法人会お

よび青年部会入会見込者を招き、会員拡大に繋げる。 

対象：支部会員、青年部会員、入会見込者 

４）異業種交流会(ボーリング大会) 

目的：支部役員、青年部会員、ならびにその家族・従業員も参加し、交流を図ると 

ともに、法人会および青年部会入会見込者を招き、会員拡大に繋げる。 

対象：支部役員、青年部会員、ならびにその家族、従業員、入会見込者 



                                            

  ５）異業種交流会(暑気払い) 

目的：青年部会員が情報交換や交流を図るとともに、法人会および青年部会入会見

込者を招き、会員拡大に繋げる。 

対象：青年部会員、入会見込者 

  ６）異業種交流会（名刺交換会） 

目的：入会後 3 年以内の会員と各支部役員、各部会役員との情報交換や交流を図る

とともに退会防止に繋げる。 

対象：会員 

  ７）金融機関懇談会 

目的：会員増強を担う金融機関との連携及び親睦を図る。 

対象：金融機関、支部役員 

  ８）表彰事業 

目的：会員増強並びに福利厚生事業推進功労者を表彰する 

対象：会員 

 

 

（７）会員の福利厚生等に関する事業 

１）福利厚生制度の推進 

   目的：法人会財政基盤の強化、新規会員勧奨を図るため「１社でも多くの会員企業

を守りたい」という福利厚生制度創設時の理念のもと、広く会員企業への普

及推進を図り事務手数料増加を目指して取り組むこととする。 

      令和 8 年度は前年度のスローガンである「チャレンジ１００」を次のステ

ップに進めるため、「ネクスト１００～更なる飛躍を目指して～」と名称を

変更し引き続き、新規企業数と新契約件数の拡大を図り、制度加入企業数の

さらなる増加に努める。 

   対象：会員 

２）経営者大型保障制度の普及、獲得推進 

目的：従来から実施の役員１人１社紹介運動（ビッグハートネットワークの推進及 

び機能サービス紹介を目的とした紹介運動）をベースに、役員加入率７０％ 

台の維持拡大、並びに青年部会員・女性部会員の加入率向上、並びに全法連 

県連表彰基準保険料収入 101%以上の確保を目指す。引受保険会社は大同生 

命保険株式会社。 

対象：会員ならびにその従業員 

３）ビジネスガードの普及、獲得推進 

目的：会員企業へのリスクコンサルティングの機会拡大、ビジネスガード役員加入

率２５%以上とする特別奨励策を契機に加入推進を図る。併せて、大型総合保

障「総合型」の推進強化、並びに保険料収入 108%の確保を目指すとともに、 

   令和 6 年発売の「地休力（じきゅうりょく）」、及び令和８年発売の「地震単

独保険※仮名称」周知の強化による販売促進を図る。引受保険会社は AIG損



                                            

害保険株式会社。 

対象：会員 

４）がん・医療保険制度の普及、獲得推進 

 目的：会員企業の従業員を対象とした「転入促進」の推進、がん・医療保険の役員

加入率６０%以上とする特別奨励策への取組と継続推進している「紹介運動」

をフォローする。また、令和７年の発売の「ミライト」及び令和８年度新商

品「医療保険あんしんパレット」の周知、並びに役員企業加入促進、法人契

約の推進強化を図り、保険料収入 101%の確保を目指す。引受保険会社はアフ

ラック生命保険株式会社。 

    対象：会員ならびにその従業員 

 ５）生活習慣病健診の普及推進 

 目的：経営者や従業員の健康管理を図る福利厚生制度の普及推進に努める。健診 

実施は、(財)全日本労働福祉協会に委託。 

 対象：会員ならびにその従業員 

 

 

（８）その他本会の目的を達成するための必要事業 

  〇当会のホームページや広報ネットワークを活かして、地域社会貢献活動に取り組ん 

でいる各種団体やＮＰＯ法人の活動などを広く紹介するとともに協力を行う。 

   〇会員相互の情報交流を通じて、組織横断的で迅速な意思決定により円滑な会運営を図

るとともに、事業の見直しや活性化、新規事業活動の検討等に積極的に取り組む。

         

    



公益社団法人浦和法人会
（単位：円）

科　　　　目 予算額① 前年度予算額② 増　減①-②
Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部
(1) 経常収益

基本財産運用益 70 1,000 △ 930
基本財産受取利息 70 1,000 △ 930

受取会費 30,700,000 31,300,000 △ 600,000
正会員受取会費 27,160,000 27,760,000 △ 600,000
系列会員受取会費 135,000 135,000 0
賛助会員受取会費 3,405,000 3,405,000 0

事業収益 1,159,000 1,270,000 △ 111,000
研修事業収益 15,000 24,000 △ 9,000
社会貢献事業収益 10,000 121,000 △ 111,000
経営支援事業収 24,000 15,000 9,000
福利厚生事業収益 900,000 900,000 0
会員親睦事業収益 90,000 90,000 0
事務手数料収益 120,000 120,000 0

受取補助金等 19,044,900 18,436,600 608,300
受取県連補助金 1,436,400 1,400,000 36,400
受取全法連助成金 350,000 350,000 0
受取全法連助成金振替額 16,994,900 16,386,600 608,300
受取全法連補助金 300,000 300,000 0

受取負担金 1,696,000 1,896,000 △ 200,000
青年部会負担金 1,360,000 1,560,000 △ 200,000
女性部会負担金 336,000 336,000 0

雑収益 500,000 600,000 △ 100,000
広告料収益 300,000 300,000 0
雑収益 200,000 300,000 △ 100,000

経常収益計 53,136,370 53,503,600 △ 367,230
(2) 経常費用

事業費 49,572,154 49,669,703 △ 97,549
役員報酬 2,455,200 0 2,455,200
給料手当 11,253,000 11,040,000 213,000
退職給付費用 465,000 423,200 41,800
福利厚生費 1,767,000 1,380,000 387,000
会議費 4,179,900 5,187,500 △ 1,007,600
旅費交通費 1,551,500 1,309,500 242,000
通信運搬費 3,354,100 3,243,000 111,100
減価償却費 6,874 30,603 △ 23,729
消耗品費 1,078,000 1,155,000 △ 77,000
修繕費 186,000 138,000 48,000
印刷製本費 4,296,000 4,925,000 △ 629,000
燃料費 56,600 84,000 △ 27,400
光熱水料費 279,000 322,000 △ 43,000
賃借料 3,534,000 3,496,000 38,000
保険料 602,600 579,150 23,450
諸謝金 2,352,637 2,875,137 △ 522,500
表彰費 1,196,000 1,130,000 66,000
租税公課 46,500 92,000 △ 45,500
支払負担金 464,000 399,000 65,000
支払寄付金 20,000 20,000 0
委託費 872,100 770,500 101,600
会場費 3,975,000 4,215,000 △ 240,000
広告宣伝費 341,600 490,000 △ 148,400
リース料 418,500 460,000 △ 41,500
事務所管理費 837,000 828,000 9,000

令和8年度収支予算書
令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月31日まで



科　　　　目 予算額① 前年度予算額② 増　減①-②
支払手数料 1,038,400 1,111,500 △ 73,100
新聞図書費 175,860 247,500 △ 71,640
雑費 2,769,783 3,718,113 △ 948,330

管理費 5,285,237 5,201,061 84,176
役員報酬 184,800 0 184,800
給料手当 847,000 960,000 △ 113,000
退職給付費用 35,000 36,800 △ 1,800
福利厚生費 133,000 120,000 13,000
会議費 92,100 99,000 △ 6,900
旅費交通費 24,500 36,000 △ 11,500
通信運搬費 1,049,000 1,050,000 △ 1,000
減価償却費 517 2,661 △ 2,144
消耗品費 7,000 8,000 △ 1,000
修繕費 14,000 12,000 2,000
印刷製本費 359,000 440,000 △ 81,000
燃料費 1,400 4,000 △ 2,600
光熱水料費 21,000 28,000 △ 7,000
賃借料 266,000 304,000 △ 38,000
会場費 860,000 860,000 0
委託費 0 50,000 △ 50,000
保険料 43,400 49,600 △ 6,200
諸謝金 110,000 110,000 0
租税公課 3,500 8,000 △ 4,500
諸会費 220,000 220,000 0
支払負担金 200,000 16,000 184,000
支払寄付金 10,000 0 10,000
渉外慶弔費 300,000 250,000 50,000
表彰費 200,000 200,000 0
リース料 31,500 40,000 △ 8,500
事務所管理費 63,000 72,000 △ 9,000
支払手数料 77,000 96,000 △ 19,000
新聞図書費 420 0 420
雑費 132,100 129,000 3,100

経常費用計 54,857,391 54,870,764 △ 13,373
評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,721,021 △ 1,367,164 △ 353,857
評価損益等計 0 0 0
当期経常増減額 △ 1,721,021 △ 1,367,164 △ 353,857

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0
(2) 経常外費用 0

経常外費用計 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0
税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,721,021 △ 1,367,164 △ 353,857
法人税、住民税及び事業税 90,000 90,000 0
当期一般正味財産増減額 △ 1,811,021 △ 1,457,164 △ 353,857
一般正味財産期首残高    　  62,062,503 56,918,229 5,144,274
一般正味財産期末残高 60,251,482 55,461,065 4,790,417

Ⅱ  指定正味財産増減の部
受取補助金等 16,994,900 16,386,600 608,300
受取全法連助成金 16,994,900 16,386,600 608,300

一般正味財産への振替額 △ 16,994,900 △ 16,386,600 △ 608,300
一般正味財産への振替額 △ 16,994,900 △ 16,386,600 △ 608,300
当期指定正味財産増減額 0 0 0
指定正味財産期首残高 0 0 0
指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ  基金増減の部
当期基金増減額 0 0 0
基金期首残高 0 0 0
基金期末残高 0 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 60,251,482 55,461,065 4,790,417



公益社団法人浦和法人会 （単位：円）

Ⅰ  一般正味財産増減の部
１．経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益 70 1,000 0 0 70 70 0 0 0 0

基本財産受取利息 70 1,000 0 0 70 70 0 0 0 0
受取会費 30,700,000 31,300,000 0 0 6,140,000 6,140,000 0 0 0 24,560,000

正会員受取会費 27,160,000 27,760,000 0 0 5,432,000 5,432,000 0 0 0 21,728,000
系列会員受取会費 135,000 135,000 0 0 27,000 27,000 0 0 0 108,000
賛助会員受取会費 3,405,000 3,405,000 0 0 681,000 681,000 0 0 0 2,724,000

事業収益 1,159,000 1,270,000 15,000 34,000 0 49,000 1,020,000 90,000 1,110,000 0
研修事業収益 15,000 24,000 15,000 0 0 15,000 0 0 0 0
社会貢献事業収益 10,000 121,000 0 10,000 0 10,000 0 0 0 0
経営支援事業収 24,000 15,000 0 24,000 0 24,000 0 0 0 0
福利厚生事業収益 900,000 900,000 0 0 0 0 900,000 0 900,000 0
会員親睦事業収益 90,000 90,000 0 0 0 0 0 90,000 90,000 0
事務手数料収益 120,000 120,000 0 0 0 0 120,000 0 120,000 0

受取補助金等 19,081,300 18,436,600 0 0 16,994,900 16,994,900 0 0 0 2,086,400
受取県連補助金 1,436,400 1,400,000 0 0 0 0 0 0 0 1,436,400
受取全法連助成金 350,000 350,000 0 0 0 0 0 0 0 350,000
受取全法連助成金振替額 16,994,900 16,386,600 0 0 16,994,900 16,994,900 0 0 0 0
受取全法連補助金 300,000 300,000 0 0 0 0 0 0 0 300,000

受取負担金 1,696,000 1,896,000 0 0 0 0 0 1,696,000 1,696,000 0
青年部会負担金 1,360,000 1,560,000 0 0 0 0 0 1,360,000 1,360,000 0
女性部会負担金 336,000 336,000 0 0 0 0 0 336,000 336,000 0

雑収益 500,000 600,000 0 0 0 0 0 300,000 300,000 200,000
広告料収益 300,000 300,000 0 0 0 0 0 300,000 300,000 0
雑収益 200,000 300,000 0 0 0 0 0 0 0 200,000

経常収益計 53,136,370 53,503,600 15,000 34,000 23,134,970 23,183,970 1,020,000 2,086,000 3,106,000 26,846,400
(2) 経常費用

事業費 49,572,154 49,669,703 24,665,899 8,450,407 0 33,116,306 1,100,136 15,355,712 16,455,848 0
給料手当 2,455,200 0 1,478,400 316,800 0 1,795,200 105,600 554,400 660,000 0
退職給付費用 11,253,000 11,040,000 6,776,000 1,452,000 0 8,228,000 484,000 2,541,000 3,025,000 0
福利厚生費 465,000 423,200 280,000 60,000 0 340,000 20,000 105,000 125,000 0
会議費 1,767,000 1,380,000 1,064,000 228,000 0 1,292,000 76,000 399,000 475,000 0
旅費交通費 4,179,900 5,187,500 338,800 33,600 0 372,400 1,200 3,806,300 3,807,500 0
通信運搬費 1,551,500 1,309,500 692,000 67,000 0 759,000 14,000 778,500 792,500 0
減価償却費 3,354,100 3,243,000 2,702,000 227,100 0 2,929,100 68,000 357,000 425,000 0
消耗品費 6,874 30,603 4,139 887 0 5,026 296 1,552 1,848 0
修繕費 1,078,000 1,155,000 416,000 612,000 0 1,028,000 4,000 46,000 50,000 0
印刷製本費 186,000 138,000 112,000 24,000 0 136,000 8,000 42,000 50,000 0
燃料費 4,296,000 4,925,000 3,782,000 319,000 0 4,101,000 28,000 167,000 195,000 0
光熱水料費 56,600 84,000 11,200 10,400 0 21,600 800 34,200 35,000 0
賃借料 279,000 322,000 168,000 36,000 0 204,000 12,000 63,000 75,000 0
保険料 3,534,000 3,496,000 2,128,000 456,000 0 2,584,000 152,000 798,000 950,000 0
諸謝金 602,600 579,150 367,200 74,400 0 441,600 24,800 136,200 161,000 0
表彰費 2,352,637 2,875,137 666,137 1,411,500 0 2,077,637 0 275,000 275,000 0
租税公課 1,196,000 1,130,000 80,000 0 0 80,000 0 1,116,000 1,116,000 0
支払負担金 46,500 92,000 28,000 6,000 0 34,000 2,000 10,500 12,500 0
支払寄付金 464,000 399,000 196,000 0 0 196,000 0 268,000 268,000 0
委託費 20,000 20,000 0 20,000 0 20,000 0 0 0 0
会場費 872,100 770,500 364,000 508,100 0 872,100 0 0 0 0
広告宣伝費 3,975,000 4,215,000 910,000 1,965,000 0 2,875,000 0 1,100,000 1,100,000 0
リース料 341,600 490,000 341,600 0 0 341,600 0 0 0 0
事務所管理費 418,500 460,000 252,000 54,000 0 306,000 18,000 94,500 112,500 0
支払手数料 837,000 828,000 504,000 108,000 0 612,000 36,000 189,000 225,000 0
新聞図書費 1,038,400 1,111,500 616,000 132,000 0 748,000 44,000 246,400 290,400 0
雑費 175,860 247,500 3,360 171,000 0 174,360 240 1,260 1,500 0
雑費 2,769,783 3,718,113 385,063 157,620 0 542,683 1,200 2,225,900 2,227,100 0

令和8年度収支予算書内訳表
令和 8年 4月 1日から令和 9年 3月31日まで

科        目 予算額 前年度予算額
公益目的事業会計 収益事業等会計

法人会計
公益１ 公益２ 公益共通 小計 収益１ 他１ 小計



管理費 5,285,237 0 0 0 0 0 0 0 5,285,237
役員報酬 184,800 0 0 0 0 0 0 0 0 184,800
給料手当 847,000 960,000 0 0 0 0 0 0 0 847,000
退職給付費用 35,000 36,800 0 0 0 0 0 0 0 35,000
福利厚生費 133,000 120,000 0 0 0 0 0 0 0 133,000
会議費 92,100 99,000 0 0 0 0 0 0 0 92,100
旅費交通費 24,500 36,000 0 0 0 0 0 0 0 24,500
通信運搬費 1,049,000 1,050,000 0 0 0 0 0 0 0 1,049,000
減価償却費 517 2,661 0 0 0 0 0 0 0 517
消耗品費 7,000 8,000 0 0 0 0 0 0 0 7,000
修繕費 14,000 12,000 0 0 0 0 0 0 0 14,000
印刷製本費 359,000 440,000 0 0 0 0 0 0 0 359,000
燃料費 1,400 4,000 0 0 0 0 0 0 0 1,400
光熱水料費 21,000 28,000 0 0 0 0 0 0 0 21,000
賃借料 266,000 304,000 0 0 0 0 0 0 0 266,000
会場費 860,000 860,000 0 0 0 0 0 0 0 860,000
保険料 43,400 50,000 0 0 0 0 0 0 0 43,400
諸謝金 110,000 49,600 0 0 0 0 0 0 0 110,000
租税公課 3,500 110,000 0 0 0 0 0 0 0 3,500
諸会費 220,000 8,000 0 0 0 0 0 0 0 220,000
支払負担金 200,000 220,000 0 0 0 0 0 0 0 200,000
支払寄付金 10,000 16,000 0 0 0 0 0 0 0 10,000
渉外慶弔費 300,000 250,000 0 0 0 0 0 0 0 300,000
表彰費 200,000 200,000 0 0 0 0 0 0 0 200,000
リース料 31,500 40,000 0 0 0 0 0 0 0 31,500
事務所管理費 63,000 72,000 0 0 0 0 0 0 0 63,000
支払手数料 77,000 96,000 0 0 0 0 0 0 0 77,000
新聞図書費 420 0 0 0 0 0 0 0 0 420
雑費 132,100 129,000 0 0 0 0 0 0 0 132,100

経常費用計 54,857,391 54,870,764 24,665,899 8,450,407 0 33,116,306 1,100,136 15,355,712 16,455,848 5,285,237
経常費用比率 60% 30% 10%

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 1,721,021 △ 1,367,164 △ 24,650,899 △ 8,416,407 23,134,970 △ 9,932,336 △ 80,136 △ 13,269,712 △ 13,349,848 21,561,163
評価損益等計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常増減額 △ 1,721,021 △ 1,367,164 △ 24,650,899 △ 8,416,407 23,134,970 △ 9,932,336 △ 80,136 △ 13,269,712 △ 13,349,848 21,561,163

２．経常外増減の部
(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
他会計振替前当期一般正味財産増減額 △ 1,721,021 △ 1,367,164 △ 24,650,899 △ 8,416,407 23,134,970 △ 9,932,336 △ 80,136 △ 13,269,712 △ 13,349,848 21,561,163
税引前当期一般正味財産増減額 △ 1,721,021 △ 1,367,164 △ 24,650,899 △ 8,416,407 23,134,970 △ 9,932,336 △ 80,136 △ 13,269,712 △ 13,349,848 21,561,163
法人税、住民税及び事業税 90,000 90,000 0 0 0 0 90,000 0 90,000 0
当期一般正味財産増減額 △ 1,811,021 △ 1,457,164 △ 24,650,899 △ 8,416,407 23,134,970 △ 9,932,336 △ 170,136 △ 13,269,712 △ 13,439,848 21,561,163
一般正味財産期首残高 62,062,503 56,918,229
一般正味財産期末残高 60,251,482 55,461,065

Ⅱ  指定正味財産増減の部
受取補助金等 16,994,900 16,386,600

受取全法連助成金 16,994,900 16,386,600
一般正味財産への振替額 △ 16,994,900 △ 16,386,600

一般正味財産への振替額 △ 16,994,900 △ 16,386,600
当期指定正味財産増減額 0 0
指定正味財産期首残高 0 0
指定正味財産期末残高 0 0

Ⅲ  基金増減の部
当期基金増減額 0 0
基金期首残高 0 0
基金期末残高 0 0

Ⅳ  正味財産期末残高 60,251,482 55,461,065

法人会計
公益１ 公益２ 公益共通 小計 収益１ 他１ 小計

科        目 予算額 前年度予算額
公益目的事業会計 収益事業等会計



表 彰 者 一 覧

○会員増強運動優秀者表彰

～ 特 別 表 彰 ：５年連続５社以上、又は５年間で１５社以上獲得 ～

埼玉りそな銀行

与野支店

～ 特 別 表 彰 ：令和７年度に５社以上獲得 ～

埼玉りそな銀行 埼玉縣信用金庫

浦和中央支店 浦和支店

北浦和支店

～ 優 秀 表 彰 ：令和７年度に１社以上獲得 ～〔 会 員・役 員 〕

浦 和 区 北 支 部 緑 区 支 部 南 区 支 部 中 央 区 支 部

小川　晃 山﨑　政次 早坂　直喜 鈴木　久雄

清水　昇 里中　宗一郎 新井　清孝

  中村  憩

横島　勝一

管 轄 外 支 部

石川　峰生

～ 優 秀 表 彰 ：令和７年度に１社以上獲得 ～〔 金融機関・提携生損保〕

埼玉りそな銀行 武 蔵 野 銀 行 埼玉縣信用金庫 飯 能 信 用 金 庫

南浦和支店 浦和支店 大間木支店 さいたま中央支店

北浦和支店 大久保支店

南浦和支店 大東支店

白鍬支店 南浦和支店

北浦和支店

与野支店

戸田支店

（全頁順不同･敬称略）



大同生命保険株式会社 大同生命保険株式会社 AIG損害保険株式会社 AIG損害保険株式会社

溝口　惠子 木村　志央梨 横村　凛

野口　好枝 荒木　瑠香 金子　元彦

金子　静香 柿沼　梨香 　小澤　光貴　

和賀井　和美 石井　乃彩 影山　裕之

大西　遥 森本　結衣

肥後　春那 河野　奈津美 株式会社ユマニテ
中澤　雅紀

加納　裕子

彌永　弥生

○厚生制度推進者表彰  

〔 年間収入保険料対前年比100％達成 〕

〔 経営者大型保障制度普及推進 〕 〔 ビジネスガード普及推進 〕　

埼玉支店

溝口　惠子 横島　千恵 金子　静香 株式会社ユマニテ
中澤　雅紀

久松　みゆき 和賀井　和美 大西　遥

野口　好枝 加納　裕子 肥後　春那

大熊　薫 木村　志央梨 柿沼　梨香

建部　ゆかり 株式会社ほけんスタジオ
山本　雅敏

〔 がん保険普及推進 〕

埼玉総合支社

株式会社三喜ビジネス
コーポレイション

○理事功労者感謝状

南 区 支 部

北　清太郎

アフラック生命保険株式会社

ＡＩＧ損害保険株式会社　埼玉支店

大同生命保険株式会社
埼玉支社

大同生命保険株式会社
埼玉支社

大同生命保険株式会社
埼玉支社

AIG損害保険株式会社

株式会社ウイック保険サービス
菊地　貴志

株式会社ライフプラザパートナーズ

新井　清孝
AIGパートナーズ株式会社
さいたま支店　 岩﨑　博

株式会社ウイック保険サービス
吉野　友次

株式会社ウイック保険サービス
松本　真弓

アフラック生命保険株式会社

AIGパートナーズ株式会社
山田　英生

株式会社ノットイコール
羽田　勇紀

トラスト　大脇　宏之



 

法人会の理念 

 

法人会は税のオピニオンリーダーとして 

企業の発展を支援し 地域の振興に寄与し 

国と社会の繁栄に貢献する 

経営者の団体である 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


